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第３章　認定NPO法人の財務分析

１．はじめに－データの概要および概観

　本財務分析は、「挑戦するすべての寄付を支える」をミッションとして掲げ、さまざま
なサービスを提供しているコングラントの認定NPO法人のデータ（2024年２月時点）に
よる分析である。今回扱ったデータの概要が図表１である。

２．寄付額上位10団体の状況

　一言で認定NPO法人といっても、その規模も活動内容もさまざまである。中には寄付
金を受けずに活動している認定NPO法人も存在する。コングラントのデータを寄付額の
多い認定NPO法人の順番に、2019年度の上位10団体を示したのが図表２である。寄付金
と同時に収入合計も併せて示した。

2.1 　2019年度の寄付額上位10団体

図表１　はじめに－データの概要と概観

　2019年度から2021年度の法人数については、2019年度が1,180法人、2020年度が1,176
法人、2021年度が1,262法人となっている。全体として、2021年度は法人数が増加してい
るが、前年度から名前が無くなった法人もデータ上は100法人ぐらい存在している。これは、
認定NPO法人を止めたという場合や、法人自体を閉じてしまったケースもあると考えられる。
　寄付額については、2020年度に大きく増えている。一方、寄付金を含めた総収入の伸
び率をみると、2019年から2020年にかけて、総収入全体の伸びの大部分は寄付金による
ものであったということがわかる。むしろ、寄付金以外の収入は下がっている。
　2020年度も2021年度も寄付金の総収入に対する割合は35%を超えている。一方で寄付
金がゼロという団体も30～40団体存在する。
　ここからは詳細データを紹介しながら、寄付額が多い認定NPO法人の状況（寄付額上
位10団体の状況）、規模別の認定NPO法人の状況、地域別の認定NPO法人の状況、に分
けて状況を整理したい。なお、すべて規模は寄付額を基準に検討している。



認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
制
度
の
概
要
と
歴
史

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
現
状

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
実
態
調
査

具
体
的
な
提
言
及
び
実
態
調
査
の
参
考
意
見28

第
３
章

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
財
務
分
析

　寄付額が１位となっている、国境なき医師団の寄付金の額は突出している。２位のワー
ルドビジョンの2.8倍程度、10位のジャパンハートの約38倍と、かなり他の法人との差
があることがわかる。また、この国境なき医師団に関しては、収入のほとんど（96.4％）が
寄付金で占められていることも特徴的である。
　上位10団体の多くは、寄付金の割合が収入合計のおよそ60%か、それ以上を占めている。
ただし、ジャパンプラットフォームと難民を助ける会については、寄付金の割合が低い。
　上位10団体の寄付額は認定NPO法人全体の寄付額の64.8%と約2/3を占めている。また、
上位３つの団体で認定NPO法人全体の５割弱の寄付額となる。つまり、寄付先が一定の団体
に大きく偏っているということが理解できる。認定NPO法人自体が多様な活動を展開してい
ることを考慮すれば、もっと幅広くさまざまな団体が寄付を受け取ることができるようになる
ことが望ましいのではないかとも考えられる。仮に知名度の高い認定NPO法人に寄付が偏っ
て集まっているのであれば、それぞれの法人の知名度が上がり、寄付金が多くの団体に分か
れ、活動のすそ野が広がることが望ましいということもいうことができるのかもしれない。

図表２　寄付額上位10団体について（2019）

図表３　寄付額上位10団体について（2020）

2.2 　2020年度および2021年度の寄付額上位10団体
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　図表３は2020年度の寄付額上位10団体である。上位10位までのいくつかの法人の名
前の入れ替わりがある。しかし2019年度と同様に、国境なき医師団の寄付金が突出して
いることに変わりはない。また、全体の認定NPO法人が得ている寄付額の2/3以上を上位
10団体で占めていることも同じである。

　図表４は2021年度の状況である。2021年度もいくつかの法人の名前の入れ替わりが
あるが、国境なき医師団の寄付金の額が突出していることと、上位10団体で全体の認定
NPO法人が得ている寄付額の約2/3を占めていることに変わりがない。

３．規模別の認定NPO法人の状況

　次に規模別の認定NPO法人の状況について説明する。寄付額をもとに、①100万円未
満の寄付額の団体、②100万円－500万、③500万－1千万、④1千万－5千万、⑤5千万
－1億、⑥1億－10億、⑦10億以上の７つのランクに分け、2019年度（図表５）、2020年
度（図表６）、2021年度（図表７）の、それぞれ寄付金額、総収入、団体数等をまとめた。

図表４　寄付額上位10団体について（2021）

図表５　規模別の団体の状況について（2019年）
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図表６　規模別の団体の状況について（2020年）

　認定NPO法人の数については、100万未満の寄付金で活動している法人が、2019年度
から2021年度は、それぞれ約35%ぐらいである。寄付額が500万円未満の法人数となると、
全体の約70%を占めていることがわかる。
　一方で、10億円以上の寄付金を得ている法人数は、2019年度は４団体、2020年度と
2021年度は６団体と増加している。これは全体の１％未満である。
　寄付金の額で見た場合、１億円を上回る認定NPO法人の寄付金額合計は全体の約80%
にも上る。ここでも一部の団体に寄付金がかなり偏っているということが理解できる。
　2019年度から2021年度にかけての寄付額を見てみると、１億円規模の団体は金額が増
加していることがわかる。しかし、それ以下の団体はほぼ並行線という状態にある。１億
円規模の団体の総収入に対する寄付額の割合も上がっていることが見て取れる。

図表７　規模別の団体の状況について（2021年）
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　認定NPO法人の制度は、寄付を促進す
ることが大きな目標の１つだが、寄付者は
著名な団体に目が行きがちで、地道な活動
が知られていない法人も相当数ある可能性
が高いと思われる。発信力が強い東京に寄
付が集中している可能性があり、財源の少
ない小規模な黙々と活動をする団体にも本
来スポットが当てられるべきなのかもしれ
ない。
　認定NPO法人の制度がさらに周知され、
小規模な団体も含めて多くの団体が資金を
獲得することができ、活動が充実すること
が社会のために必要なのではないだろうか。

図表８　地域別の状況

※本稿では2021年度までデータを取り上げて
記載したが、2022年度はウクライナ紛争が
勃発したこともあり、その支援に対する寄
付が急増している。例えば、国連UNHCR
協会の2021年度の寄付金は6,122,204,539
円であるが、2022年度には19,808,538,903
円と急増し、寄付金額は全国１位になって
いる。

４．地域別の認定NPO法人の状況

　最後に図表８は地域別に寄付額や総収入、
団体数の状況についてまとめたものである。
地域別で見た場合、ここにも特色があるこ
とが見て取れる。
　まず、どの年度においても寄付額も、総
収入額も団体数も突出しているのが東京で
ある。図表８の一番下のラインが東京の状
況をまとめたものだが、団体数は全体の約
1/4である一方、寄付額は全体の約80%を
占めている。総収入額も全体の50%を上
回っている。
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